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東京都地球温暖化防止活動推進センターとは 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 38 条に規定され、地球温暖化防止活

動の推進を図ることを目的とする一般財団法人の中から一つを、都道府県知事

が指定するものです。東京都においては、財団法人東京都環境整備公社（現公

益財団法人東京都環境公社）が平成 20 年２月４日に、東京都地球温暖化防止

活動推進センターとしての指定を受け、同年４月１日に活動を開始しました。 

東京ゼロエミ住宅普及促進事業 

東京ゼロエミ住宅導入促進事業 

 
 

【フラット 35】地域連携型利用申請の手引 
 
 

＜お問い合わせ先＞ 

ＴＥＬ：03－5990－5169 

（東京ゼロエミ住宅助成金 フラット 35 担当） 

受付時間 ：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く） 

９時 00 分～12 時 00 分 / 13 時 00 分～17 時 00 分 

■住宅の性能や機器の仕様等、認証に係ることは登録認証審査機関へお問い合わせください。 

  

＜利用申請書類の送付先＞ 

公益財団法人 東京都環境公社 東京都地球温暖化防止活動推進センター 

（愛称：クール・ネット東京）  

東京ゼロエミ住宅助成金 フラット 35 担当 

メール zeroemi-flat@tokyokankyo.jp 

URL  https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/tokyo_zero_emission_house/ 

 

Ver 1.1 

mailto:zeroemi-flat@tokyokankyo.jp
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第１章 はじめに  

 本手引は、東京ゼロエミ住宅導入促進事業又は東京ゼロエミ住宅普及促進事業（以下、あ

わせて「助成事業」という。）の申請者（以下、「助成事業申請者」という。）が、【フラット 35】

の地域連携型（地域活性化）（※１）の利用を希望する場合の手続を記載したものです。本

手引の記載に従って手続を行ってください。 

（※１）住宅取得に対する地方公共団体による財政的支援とあわせて、【フラット３５】の借入金利

を一定期間引き下げる制度（詳細は住宅金融支援機構等に確認してください）。 

 

第２章 利用申請から証明書までの流れ 

１ フロー図 

 
（※2）助成事業における手続代行者[東京ゼロエミ住宅普及促進事業交付要綱の第８条（令和８年３

月 26 日付改訂、７都環公地温第 8251 号）、又は東京ゼロエミ住宅導入促進事業交付要綱（令

和 6 年 3 月 29 日付改訂 5 都環公地温 4280 号）の第 10 条に規定] 

（３）【フラット 35】地域連携型利用申請書（以下「利用申請書」という。）の受付から（６）の【フラット

35】地域連携型利用対象証明書（以下、「証明書」という。）の送付まで概ね３週間から１カ月程

度を要します。但し、審査内容や修正内容、その他の事情により前後する場合がありますので、

予めご了承ください。 

 

 

(１)利用申請書作成 (３）受付
・【フラット35】地位連携型利用申請書 ・【フラット35】地位連携型利用申請書

(５)証明書発行
【フラット35】地位連携型利用対象証明書 【フラット35】地位連携型利用対象証明書
（申請者用） （申請者用）

【フラット35】地位連携型利用対象証明書 【フラット35】地位連携型利用対象証明書
（金融機関提出用） （金融機関提出用）
（利用申請者から金融機関へ提出）

東京都環境公社助成金事業の申請者又は手続代行者(※２)

・【フラット35】利用対象証明書　宛先送付状 ・【フラット35】利用対象証明書　宛先送付状

(４)審査

(２)申請
（電子メール）

(６)送付
（郵送）
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２ 手続について 

（１）利用申請書の作成 

ア 利用申請に当たっての要件等 

 フラット 35 地域連携型の利用申請（以下「利用申請」という。）の対象は、以下に掲げる要件

をすべて満たす住宅に限ります。 

 

 

 

 

（※３）最新の東京ゼロエミ住宅設計確認書等（「東京ゼロエミ住宅設計確認書」（変更がある場合

には「東京ゼロエミ住宅設計変更確認書」）、「東京ゼロエミ住宅認証書」が発行されている

場合には「東京ゼロエミ住宅認証書」）の断熱性能及び省エネルギー性能の水準 

 

 利用申請書の提出は、助成事業の交付申請者、助成事業者（建築主、複数いる場合は建

築主の代表者）又は助成事業の手続代行者（以下「提出者」という。）に限ります。 

 提出者は、関連する法令を遵守して利用申請の手続を行ってください。 

 利用申請を行うに当たっては、利用申請書の誓約事項の遵守、承認事項の承認が必要で

す。 

 

イ 提出書類 

 利用申請書、送付状を提出してください。 

 助成事業の申請方法が「郵送での申請」、かつ助成事業の申請状況が「交付申請済、

交付決定前」の住宅を対象として利用申請を行う場合は、利用申請書、送付状と併せ

て最新の東京ゼロエミ住宅設計確認書等（※4）を提出してください。 

（※４）「東京ゼロエミ住宅設計確認書」（変更がある場合には「東京ゼロエミ住宅変更設計

確認書」）、「東京ゼロエミ住宅認証書」が発行されている場合には「東京ゼロエミ住

宅認証書」 

 以下の 2 点とも満たす場合は、利用申請者が対象住宅の購入者であることが分かる資料

［①助成事業の「地位承継届出書」（第 12 号様式）、②売買契約書］を提出してください。 

・利用申請者が助成事業の申請者が相違し、かつ利用申請者が対象住宅の建築主では 

ない場合（分譲住宅の購入者が利用申請する場合等） 

・当該助成事業で「助成金確定通知書」が発行されていない場合 

 

 利用申請書の様式は、フラット 35 の利用対象となる対象住宅の交付申請を行った年度

の助成事業のホームページからダウンロードしてください。また書類の作成に当たっては、

第３章「利用申請書、送付状の作成について」及び様式の「入力票」シートを確認してくだ

さい。 

URL https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/tokyo_zero_emission_house/ 

① 利用対象となる対象住宅が、東京ゼロエミ住宅指針（令和元年 7 月 4 日付 31 環地環第

104 号）に定める「水準 A」、「水準 B」又は「水準３」（※３）の認証を受けていること 

② 利用対象となる対象住宅について助成事業に交付申請済であること 

 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/tokyo_zero_emission_house/
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 （助成事業） 

・東京ゼロエミ住宅普及促進事業（令和８年度、令和７年度、令和６年度） 

・東京ゼロエミ住宅導入促進事業（令和６年度以前） 

 

  利用申請書のファイル名は、『【フラット 35】利用申請書（利用申請者名）』としてください。 

  利用申請書と同時に提出する送付状について、証明書の返送先（助成事業の交付申

請者、助成事業者又は手続代行者の宛先）に間違いないかを確認してください。 

 

（２）利用申請書の提出 

 利用申請書は以下の提出時の注意事項を守って、原則として電子メールで提出してく

ださい。 

 次の公社指定のメールアドレスに書類一式を添付のうえ送信してください。 

 提出するデータのファイル形式は、以下のファイル形式で提出してください。 

・利用申請書、送付状：EXCEL 形式 

・（必要な場合）東京ゼロエミ住宅設計確認書等：PDF 形式 

 提出された申請データについては、利用申請書の送付者の手元に必ず同一のデータを

残すようにしてください。 

メールアドレス 

zeroemi-flat@tokyokankyo.jp 

件名 

「【フラット 35】利用申請書提出（利用申請者名）」 

・１メールに添付可能なデータ容量は、概ね 10M バイトです。これを超えないように提出してく

ださい。 

・郵送での提出を希望される場合は、事前に＜お問い合わせ先＞に電話でご相談ください。 

 

 利用申請書が提出者から指定メールアドレスに届き、公社がそれを確認した時点で利用申

請書が提出されたものとします。 

 

（３）利用申請書の受付 

 公社は、利用申請メールの受信を確認後、必要事項、添付書類に不備がないかを確認し、

不備等がなければ利用申請の受付を行います。また必要事項の記載がないもの、必要

書類が提出されていないものについては、利用申請書の提出者に修正を依頼します。 

 利用申請書の受付完了から（６）証明書の送付までには、概ね３週間から１カ月程度を要

します。ただし、審査内容や修正内容、その他の事情により前後する場合がありますので、

予めご了承ください。 

 

mailto:zeroemi-flat@tokyokankyo.jp
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（４）利用申請書の審査  

 （３）利用申請書の受付、（４）利用申請書の審査において、公社が提出者に書類の修正

を求めた日の翌日から起算して 30 日以内に、当該修正事項の修正が行われない場合

は、その利用申請は撤回されたものとみなします。 

 審査の途中経過に関するお問い合わせには回答できません。 

 

（５）証明書の発行、（６）証明書の送付 

 （３）利用申請書の受付、（４）利用申請書の審査完了後、証明書（金融機関提出用、申請

者用の各 1 部）を発行し、提出された送付状の宛先へ送付します。 
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第３章 利用申請書、送付状の作成について 

 利用申請書（公社所定の EXCEL ファイル）「入力票」シートの「【フラット 35】地域連携型の

利用申請書作成に当たっての注意事項」を確認のうえ必要事項を入力してください。 

 証明書の送付先については、利用申請書（公社所定の EXCEL ファイル）の「送付状（返

送用）」シートの宛先を必ず確認してください。 

 

【入力票の入力項目】 

No 大項目 小項目 
入力 

種類 
備考 

1 利用申請日 利用申請日 
入力 

項目 

利用申請書を提出する年月日を入力してく

ださい。 

2 

利用申請者 

フリガナ 

入力 

項目 

【フラット 35】利用申請者（地域連携型を利

用する個人）の情報を記載してください。 

■分譲住宅等、利用申請者と対象住宅の

建築主とが相違する場合には、利用申

請者が対象住宅を購入することが分か

る書類（助成事業の第 12 号様式、売買

契約書）を併せて提出してください。 

3 氏名 

4 住所の郵便番号 

5 住所 

6 
電話番号 

7 

助成事業 

利用申請者と助成事業

申請者（住所含む）が 

同じか 選択 

項目 

利用申請者と助成事業の申請者が同一か

を選択。①利用申請者と助成事業の申請

者が相違する場合、②利用申請者と助成

事業の申請者が同一でも転居等によって

住所が変更となっている場合には、「異な

る」を選択してください。 

8 
助成事業における手続

代行の有無 

選択 

項目 

助成事業の交付申請等に係る手続の代行

を第三者に依頼している場合は「有」、依

頼していない場合は「無」を選択してくださ

い。 

9 
助成事業申請者の属性 選択 

項目 

助成事業の申請者が「個人」か「法人」か

を選択してください。 

10 

助成事業申請者氏名 

 (法人の場合は法人名) 
備考 

参照 

助成金申請者が個人の場合は氏名を入

力してください。法人の場合は法人名を入

力してください。 

11 

（法人での申請のみ） 

助成事業申請者を入力 備考 

参照 

助成金申請者が法人の場合は助成事業

に申請した氏名（代表取締役 ○○等）を

記載してください。 

（助成事業の申請者が個人の場合は記載不要） 
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12 

助成事業 

助成事業申請者の郵便

番号 

備考 

参照 

利用申請者と同一の場合は入力不要。①

利用申請者と助成事業の申請者が相違す

る場合、②利用申請者と助成事業の申請

者が同一でも転居等によって住所が変更

となっている場合には、助成事業申請時の

住所を入力 

13 助成事業申請者の住所 

14 
助成対象の住宅は分譲

住宅に該当するか 

選択 

項目 

フラット 35 地域連携型を利用する対象住

宅が分譲住宅か否かを選択 

15 申請方法 
選択 

項目 

助成事業の申請方法について「電子申請

システムでの申請」か「郵送での申請」を

選択 

16 
申請状況 

（利用申請日時点） 

選択 

項目 

助成事業のステータスを以下から選択して

ください。 

「１_交付申請済、交付決定前」 「2_交付決

定済、助成金交付前」「3_助成金交付後」 

17 受付番号 
備考 

参照 

次の 2 点を満たす場合は助成事業の交付

申請時に公社から受付のお知らせメール

に記載された受付番号を記載してくださ

い。【交付決定後は入力不要】 

①申請方法が「1_電子申請システムで 

の申請」  

②申請状況が「１_交付申請済、交付決 

定前」 

（①申請方法が「2_郵送での申請」 かつ

②の場合は、受付番号を記載する必要は

ありませんが、「東京ゼロエミ住宅設計確

認書」等を利用申請書と一緒に送付してく

ださい。） 

18 交付決定番号 
備考 

参照 

申請状況が「2_交付決定済、助成金交付

前」「3_助成金交付後」の場合は、公社から

発行された「交付決定通知書」に記載され

た交付決定番号を記載してください。【交

付決定後は入力必須】 

19 住宅の位置 
入力 

項目 

最新の東京ゼロエミ住宅設計確認書等に

記載の「住宅の位置」を入力してください。 

20 識別番号 
備考 

参照 

住宅の位置（地番）が同一で複数の住宅

が存在する場合（分譲住宅等）は、識別番

号を入力してください。 
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21 証明書送付先 証明書 送付先 
選択 

項目 

証明書の送付先を「1_助成事業申請者」

「２_手続代行者」から選択してください。 

（助成事業の交付申請等に係る手続の代

行を第三者に依頼していない場合は、「1_

助成事業申請者」のみ選択できます。） 

22 

証明書送付先 

（手続代行者） 

郵便番号 

備考 

参照 

手続代行「有」、かつ送付先を「手続代行

者」とした場合は入力してください。 

23  住所 

24  会社名 

25  部署名 

26  担当者名 

27  メールアドレス 

28 

交付申請者が法

人の場合の証明

書送付先 

 郵便番号 

備考 

参照 

助成事業申請者が法人の場合は、担当者

情報を入力してください。 

29  住所 

30  部署名 

31  担当者名 

32  メールアドレス 
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改定履歴 

  令和８年４月 制定 

  令和８年６月 改定 
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